
児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議の設置について 

 

令和６年１１月１４日 

初等中等教育局長決定 

 

１ 趣旨 

 児童生徒の自殺者数は、令和４年には過去最多の 514 名となっており、令和５年も 513

名となるなど、近年増加傾向となっている。児童生徒が自ら命を絶つことはあってはならず、

児童生徒の自殺対策に向けた取組をより一層推進する必要がある。 

 学校においては、これまでも、ＳＯＳの出し方に関する教育を含む自殺予防教育に取り組

んできたところであるが、令和５年６月２日に取りまとめられた「こどもの自殺対策緊急強

化プラン（こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議）」において、「学校が行うＳＯＳの

出し方に関する教育を含む自殺予防教育のモデル構築や啓発資料を国において作成・周知を

行う」とされたところである。 

また、令和６年８月 30日には、「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」の改訂

が実施されたことも踏まえ、いじめが児童生徒の自殺の一因になることもあることから、「子

供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」についても記載を見直す必要がある。 

そこで、本協力者会議において、自殺予防教育の取組の加速化・充実に向けて、モデルの

普及促進に資する取組の検討を行うとともに、「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針

（改訂版）」の改訂に向けて、論点の整理や骨子案の検討を行う。 

 

２ 検討事項 

（１）ＳＯＳの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育のモデルの普及促進について 

（２）「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」の改訂について 

（２）その他 

 

３ 実施方法 

（１）別紙の学識経験者等の協力を得て検討を行う。 

（２）必要に応じ、別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者の意見等を聴くことができ

るものとする。 

 

４ 実施期間 

 令和６年１１月２２日から令和７年３月３１日までとする。 

 

５ その他 

 この検討会に関する庶務は、初等中等教育局児童生徒課において処理する。また、上記の

他、本協議会の運営に関する事項その他必要な事項は、座長が定める。 
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